



























































































代表的企業不祥事 150例を取り挙げ , 原因の観点から，①ガバナンス－経営者関与②ガバナンス－従
業員関与③製造物責任④日本型組織風土⑤報道機関の使命欠如 ,の 5つに分けて整理している．
また北見（2010）は , 小佐野・堀（2006）の分析を参考に不祥事の内容別に ,次の A～ Eの 5つ
のタイプに整理している．
 Aグループ： 製造物責任に関わる不祥事で , 製品に関する欠陥や偽装 , 大量のリコール , 製品への
信頼喪失 , 多額の賠償責任などに関する問題にまつわるものなど．




Eグループ：環境汚染に関する事件・事故で , 汚染物質の破棄などもここに含まれる． 
















樋口（2012）は , 組織（企業）不祥事の原因の厳密な研究に基づき , 組織不祥事の発生の原因分析













本と訳される（Baker, 2000; 稲葉 ,　2007，2008；金光，2003，2011）．ソーシャル・キャピタル研究







































閉じたネットワークは , そのメンバーに制裁を加えることが容易であるため , ネットワーク内の信
頼・規範の醸成につながるとして , ネットワークの閉鎖性の効果を論じた．その一方で , Burt（1992）
は , 異なるネットワーク間の橋渡しをすることに価値があるとして , むしろ外に対して開かれたネッ
トワーク開放性の重要性を指摘した．またバートは内部ではまとまりをもった「凝集性」を持ち , か
つ外部に対しては開かれた組織の有効性を論じている．つまり , 集団内では閉じたネットワークを持





































仮説 1　外に対し閉鎖性が強い組織では , 不祥事の頻度が高い．







































いるとされる（宮島 , 1998; 川本・宮島 2008）．他方，久保（2010）は ,業績の悪化は社長交代に結び




図 4が示しているように，ROAが 0～ 10％のゾーン，任期で 150ヶ月までにほとんどの企業が集
中している .サンプル企業の 2000年の平均任期は 66.9ヶ月であり，標準偏差は 87.3ヶ月である．他























な理論である社会結合の「相同性 homophily 原理」（McPherson, J. M., Smith-Lovin and Cook , 2001; 
























 1） 序列 No.1（社長か会長）と取締役との年齢差 AGE_DIFFERENCE1：この値が小さいほど役員
構造のワンマン度が低く ,トップマネジメントの凝集性が高い． 
 2） 序列 No.1と監査役との年齢差の AGE_DIFFERENCE2：この値が大きいほど企業構造のワンマ
ン度が低く ,トップマネジメントの凝集性が高い．
 3） 役員序列 No.1との平均年齢差 AGE_DIFFERENCE3：この値が小さいほどトップマネジメント
の凝集性が高い．


















22）日本での数少ない研究として金光（2007）がある .この分野の近年のレビューとして Carroll and Sapinski（2011）が
ある．このような企業間ネットワークは，（階級論的視点を大幅に薄め）組織論的には企業間関係論として研究される











1990 年 2000 年 2005 年 2010 年
派遣結合 7888 71% 11463 65% 12323 60% 12262 56%
兼任結合 2982 27% 6153 35% 8275 40% 9536 44%
出向結合 296 3% 5 0% 0 0% 0 0%
役員結合合計 11166 100% 17621 100% 20598 100% 21798 100%
出所） 東洋経済新報社『役員データ』1991年度版，2001年度版 , 2006年度版，2010年度版から集計．
　　　各年度において左の数字が役員実数，右がそのパーセンテージである．









企業の）での地位，pは企業 iから jへの派遣数である．この役員結合尺度において，企業 iから j
への役員派遣強度を，派遣先企業 jの取締役会における企業 iの支配度と定義している．つまり，企
業 iの（jに対する）支配度は，派遣先企業 jの取締役会において派遣数が多く，またその役員地位



















































































































表 4 被説明変数を DURATION（社長の在任期間）とする重回帰分析の結果
2000 年 2010 年
変数 変数の明細 βの推計値 βの推計値
凝集性変数
AGE_DIFFERENCE1 取締役との年齢差 0.783 ** 0.104
AGE_DIFFERENCE2 監査役との年齢差 -0.405 *** -0.464 ***
AGE_DIFFERENCE3 序列 1との平均年齢差 -0.306 0.517
AGE_DIFFERENCE3 序列 2との年齢差 -0.037 -0.073
外部開放性変数
LINK_VOLUME 重付き送受信度 0.03 0.111
SIZE 送受信度 -0.153 *** -0.191 *
CLUSTERING 局所凝集性 -0.098 ** -0.007
CONSTRAINT 構造的制約 -0.096 -0.064 *
その他のネットワーク変数
CORENESS コア度＝中核度 -0.101 -0.034
BETWEEN_CEN 媒介中心性 -0.014 -0.018
EIGEN_CEN 固有値中心性 0.163 *** 0.053
RECIPROCITY 相互対率 -0.011 -0.023
コントロール変数
TOPIX_B トーピンのβ -0.08 * -0.057
LIABILITY 負債比率 -0.045 -0.009
R二乗値：0.141 F値：6.434 R二乗値：0.094 F値：5.781

















































被説明変数 事業総資本利益率　ROA 成長性　GROWTH 付加価値率 ADDEDVALUE
有意な説明変数 監査役との年齢差 *（負） 社長在任月数 ***（正） 派遣送受信度 ***（正）
社長の年齢 ***（負） 構造的制約 **（正）
2010 年
被説明変数 事業総資本利益率　ROA 成長性　GROWTH 付加価値率 ADDEDVALUE
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Corporate social capital effects on company performance: 




We investigate into the relationship between corporate social capital (CSC) and corporate scandals from a network 
analytic perspective, based on Direcotor Data at 2000 and 2010, combined with firms’ performance data. 
Multiple regression analyses are performed in which a dependent variable is presidency and independent variables are 
four types of cohesiveness among directors, measured by age-homophily among directors, and external links to other 
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corporations through interlocking directors, measured by clustering coefficient, structural constraint (negative structural 
hole), the number of directors received and sent. The Longer the presidency, the lesser scandals a corporation suffers from.  
The results show that age - homophily (cohesiveness) between a president and auditors, the number of directors received 
and sent, links to central firms has each a strong positive effect on presidency free from corporate scandals at 2000 while 
age-homophily (cohesiveness) between a president and auditors is the only strong predictor variable at 2010. We also detect 
a strong positive ef fect of younger age of president on ROA at 2010. We observe changing business environment 
surrounding Japanese big corporations after a series of corporate governance reforms conducted during 2002-2006. 

